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そのメリットを判断することを学ばねばならない」（The State in Relation to Labour, 1882, p.6）。他方，H. 
スペンサー（Herbert Spencer, 1820⊖1903）は，個人生活に対する国家の介入を嫌悪する論説を展開して
























































アイルランドのケアンズ（J. E. Cairnes: The Slave Power, 1862，という名著がある）が使命感をもって
論壇に登場し，「現在続いている社会の経済諸現象が，最も一般の利益になるような仕方で，自然に





　他方ではもう一人のアイルランド人であるクリッフ・レスリー（T. E. Cliffe Leslie）が，ミルの師
匠であるリカードの全方法を攻撃し始めていた。彼は多くのドイツの学者達と同様の（歴史的・比




























































































































































員法（Merchant Seamen’s Acts），蒸気船航海法（Steam Navigation Acts）など一連の法律制定と，それ














































































































　1878年に，工場法は統合されて，単一の大々的な「工場及び作業場法」（41 and 42 Vict. c. 17）に結
－264－












































































『近代イギリス経済史　第２巻　第３編　自由貿易と鋼　1850-1886 年』要綱，第 10 章 383
市と都市化地域を除けば，法の影響は殆ど感得されることがなかった。

















































　救貧法局（the Poor Law Board： PLB）は，20年間（1847⊖67年）何とか生き延びており，LGBも初期には，
その伝統に支配された。PLBは恒久化された僅か４年後に吸収（1871年，LGBによって）されたのだった。













































































































はなく，屋外援助を段階的に減らし，究極的には廃止するところにあった（H. Fawcett, Pauperism: its 

































































『近代イギリス経済史　第２巻　第３編　自由貿易と鋼　1850-1886 年』要綱，第 10 章 389
　スコットランドでは「救貧法連合」が課されたことはなかった。当地の最大規模の教区でさえ，連
合したことはなかった。ただし，「結合救貧院」（combination poorhouses）として知られるようになっ
た施設を立ち上げる場合は別だった。イングランドから同地を訪れた或る監督官は，これらの施設が
「救貧法通過直後に建てられたイングランドの救貧院のぞっとするような特徴」を備えてはいないと，
1870年に報告している。建設が近年だったためだろう。1870年には，全土で僅か26教区だけが，自身
の救貧院を保有していた。そのほぼ全てが，エディンバラとグラスゴー，もしくはその近傍にあっ
た。スコットランド全体の救貧院数は63，その大部分が「結合」であって，州全体もしくはその大部
分を対象としていたが，人口当たりで見た場合，イングランドの基準では，信じがたいほど小規模で
あった。サザーランド州（スコットランド北部）は1871年に人口２万4000人だったが，ポーティンリー
ク（Portinleek）所在の州結合救貧院には，50人用の空間しかなかった。これと反対側のカークーブ
リ（Kirkcudbright：スコットランド南西部）結合院は３万6000人の人口に対して250人用の空間を保有し
ていた。スコットランド人は，生来的に救貧院やその含意を忌み嫌っていた（特に田舎では）ので，
こういう不十分な収容施設ですら，フルには利用されなかった。救貧法当局は，この嫌悪を屋外援助
の削減に利用した。まず被救済権を持つ人々に救貧院を紹介し，彼らがその酷さに尻込みすると被救
済権を失うので，屋外救済者の数が増えないという仕掛けである。
　この政策，あるいは類似の政策の結果，人口は増加していたにも拘わらず，救済された登録救貧者
の数は，1850年から1870年にかけて，７万人から８万人の間におさまるほど，非常に一定的だった。
その後もその数は低落し，1886年には５万9000人であった。このほかに，その半分を少し超える程度
の妻子の数が加わる。さらに，厳格なスコットランドの法によって過少算定されているのだが，一時
的な貧窮者とその妻子が，1870年以前には7,000人ほど居た。これも1870年以降は，5,000人以下と算
定されている。しかし，イングランドとスコットランドでは，法の原則と適用とが非常に異なってい
るにも拘わらず，1870年に両地方共に法が厳格化されてからは，実際の結果は，驚くほど類似してい
る。1886年までには，イングランドの人口に対する平均救済者（たとえ一時でも救済された者を含む）
比率は，公的統計によると2.8％に低下していた。対応するスコットランドの数値は2.5％であった。
　1860年代後半に，貧困救済者が僅かに増加した。これに対するスコットランドの反応は，教区の自
発的救済制度に逆戻りさせるという，古いチャルマーズ式のものだった。エディンバラの慈善者達は
「貧困者状況改善協会」を設立した。また，法への激しい非難を期待して，スコットランドにおける
救貧法の作用実態に関する議会調査を実施するよう，約束を取り付けた。しかし1871年に報告を出し
た委員会は，救貧法とその作用の大部分を祝福し，他方ではスコットランドの医療援助が一時的，か
つ不満足なもので，イングランドよりも劣っていると指摘した。一方で委員会は，救貧院の資格テス
トを厳格化すべしと助言し，「商業不況の際には健常な貧窮者にも救貧地方税から援助を与えうるよ
う，教区理事会に裁量権を与えるべしという，諸方で聞かれる示唆には同意できない」と述べた。
　これがスコットランドで（イングランドでも）この時期の終わりを特徴付けた，かの救貧法運営厳
格化の公的基礎となった。
－273－
一ノ瀬　篤390
（国家に開かれた新領域）
　 1880年代前半，スペンサーは国家による個人の自由への侵入に憤激していたのだが，上記のよう
に国家が最も古い「社会主義的」活動を，何とか最小限範囲内（貧窮者数を人口の３％以内）に制限
しえたのは注目すべきことである。上に観察してきたように，そのためには厳格な救貧法運営が必要
だった。運営者達は，数万人の不運な無能力者達を別とすれば（彼らには作業院を提供できる），富
の成長と個々人の節倹，および貧窮者援助の刺激的拒否が，ついには救貧法を無用なものにする，と
信じていた。彼らは，ちょうどグラッドストーンが70年代に所得税に立ち向かっていたのと同じ姿勢
で，救貧法に相対していた。グラッドストーンが，悪税を終了させるには，もう少しだけの和平期間
と財政緊縮とが必要，と考えていたのと同様である。　
　彼らは，新たな原理（圧力以外の手段で貧困を駆逐できるかもしれない）に対しては，開放的でな
かった。チェンバレンの失業問題に関する前記回状にもかかわらず，厳格な救貧法および官僚達にあっ
ては，健常者に対する抑制的な方法だけしか意識されていなかった。ブラックリーによって開かれた
展望は，彼らを惹きつけなかった。彼らは次のようなスペンサーの意見に多分賛同しただろう：「先
のことを考えて貯蓄しない習慣が救貧法によって何世代も助長されてきており，そういう人々がどん
どん増え，さらに強制的な慈善が諸悪を生みだしているが，今やそれを強制保険で賄おうと提案され
ているのだ」。たしかにそれは，軍国主義者ビスマルクの，そして自らを左翼の穏やかな改革者と位
置づけていた若干のイングランドの人々の，提案ではあった。国家が所管すべき新たな領域が開かれ
つつあったのだ。
－274－
